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第１部．人権と知的財産

第２部．公衆衛生と知的財産

知的財産政策の国際的課題（３）
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第１部

人権と知的財産
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「人権」の課題

1948年には、「世界人権宣言」において、人権の一つとして
知的財産権が規定されていた。

1966年における「国際人権規約」についても同様であり、20

世紀には、知的財産権は人権の一部という認識があった。

しかしながら、現在では、国連人権理事会において、「知的
財産権の存在によって、医薬品へのアクセスができない」と
している。すなわち、「生存権」を知的財産権が阻害している
という議論が高まっている。
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世界人権宣言

1948年、第3回国連総会において、「世界人権宣言」が採択
され、人権及び自由を尊重し確保するために、「すべての人
民とすべての国とが達成すべき共通の基準」が宣言された。

そのなかで、「すべて人は、自己及び家族の健康及び福祉
に十分な生活水準を保持する権利・・・を有する」（25条1項）
ことが規定されている。

知的財産権については、「すべて人は、創作した科学的、文
学的又は美術的作品から生ずる精神的及び物質的利益を
保護される権利を有する」と規定（27条2項）されている。

※20世紀には、知的財産権は「人権の一部」という認識があった。

1948年
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世界人権宣言

第２５条

１ すべて人は、衣食住、医療及び必要な社会的施設等により、
自己及び家族の健康及び福祉に十分な生活水準を保持す
る権利・・・を有する。

第２７条

２ すべて人は、その創作した科学的、文学的又は美術的作品
から生ずる精神的及び物質的利益を保護される権利を有す
る。

条文

人権（生存権）

知的財産権

1948年

6



国際人権規約

1966年、第21回国連総会において、「国際人権規約」が採
択され、1976年に発効されている。

これは、世界人権宣言の内容を基礎として、これを条約化し
たもの。（人権関連条約の中で最も基本的かつ包括的）

知的財産権については、「自己の科学的、文学的又は芸術
的作品により生ずる精神的及び物質的利益が保護されるこ
とを享受する権利」が規定されている（15条1項）。

※世界人権宣言と同様の規定となっている。

1966年
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国際人権規約

第１５条

1 この規約の締約国は、すべての者の次の権利を認める。

(a) 文化的な生活に参加する権利

(b) 科学の進歩及びその利用による利益を享受する権利

(c) 自己の科学的、文学的又は芸術的作品により生ずる精
神的及び物質的利益が保護されることを享受する権利

条文

1966年
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1999年頃から、「世界中の人々が、必要な薬を入手し、正当
な治療を受けて生存する権利は、特許権に優先されるべき」
であるとして、「国境なき医師団」などが、WTOに対して、
TRIPS協定の改正を求める運動を開始した。

2001年、「ドーハ閣僚宣言」によって、「知的財産権の存在に
より、医薬品にアクセスができない」という議論が定着した。

その後、「医薬品アクセス」の問題は、「生存権を知的財産権
が阻害している」という議論と交錯していった。

※「人権問題」と「医薬品アクセス」の交錯へ

ＷＴＯ 1999年～
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ドーハ閣僚宣言（WTO）

1.既存の医薬品へのアクセス及び新薬の研究・開発の両方を促
進することにより、TRIPS協定が公衆衛生を支持するような形
で実施・解釈されることの重要性を強調した。

2.地理的表示のワイン及びスピリッツに関する通報登録制度の
設立について交渉に合意。地理的表示の追加的保護の対象
産品拡大についてTRIPS理事会で検討し、2002年末までに取
るべき適切な措置について報告を行う。

3.TRIPS理事会において、生物多様性条約との関係、伝統的知
識・フォークロアの保護、新技術等について検討する。
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公共の利益のため国家が強制的に実施権を設定

強制実施権とは

先進国 途上国

特許権の設定

強制実施権の設定
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国連人権小委員会

2000年、国連人権小委員会は、「知的財産権と人権」と題
する決意を採択し、TRIPS協定の実施と経済的、社会的及
び文化的権利の実現の間に「現実のまたは潜在的な抵触」
が存在することを指摘した。

こうして、「人権と知的財産権」の問題は、知的財産保護の
強化に対する途上国の反発の根拠の一つとして、国際的な
議論が高まることになった。

2000年
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国連人権理事会

2006年、国連人権小委員会は発展的に解消して、国連人
権理事会に引き継がれ、「医薬品アクセス」の文脈の中で知
的財産やTRIPS協定に言及がなされている。

こうして、「人権と知的財産権」と「医薬品アクセス」の議論が
交錯した状態となったまま、現在に至ってる。

2006年
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「人権」と知財

国連

1948年
世界人権宣言

WTO

人権 + 知的財産権

TRIPS改正案

人権 v.s 知的財産権

強制実施権

1966年
国際人権規約

国連人権理事会

ドーハ宣言（WTO)
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「人権」と知財

20世紀においては、「世界人権宣言」 （1948年）や「国際人権
規約」（1966年）に示されるように、知的財産権は人権の一部と
認識される傾向にあった。

2001年、ＷＴＯドーハ宣言において、「知的財産権によって医
薬品アクセスが阻害されている」とされた。

その後、この議論が、「知的財産権によって生存権が阻害され
ている」として、人権の議論に発展していった。

※WIPOは、医薬品アクセスの問題は、知的財産権の存在を弊害としてとらえるの
ではなく、知的財産権の活用方法に問題があるという立場である。
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第２部

公衆衛生と知的財産
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公共の利益のため国家が強制的に実施権を設定

強制実施権

先進国 途上国

特許権の設定

強制実施権の設定
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 特許権は私権であり、特許権者の自由意思に基づいて、第
三者へのライセンス（実施権）が判断される。

 しかし、公共の利益を目的として、国家が強制的に、ライセン
スを設定することができる。これを、強制実施権という。

 これまでの事例の大半は、HIV/AIDS患者の拡大に対する
公共の利益として、HIV/AIDSに対する医薬品特許の強制実
施を認めた事例である。

強制実施権
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＜特許庁「TRIPS協定整合性分析調査報告書」＞

強制実施権

19



1990年代に、南アフリカ諸国等において、HIV/AIDS等の感
染症が拡大し、公衆衛生上深刻な影響が出始めた。

その際、治療薬の価格が高すぎる等の理由により、医薬品
にアクセスできないという問題があり、その原因として、途上
国やNGO等は、医薬品に対する特許権を挙げていた。

2001年11月にドーハ（カタール）にて行われたWTO閣僚会
議で、強制実施権の効果的な利用に向けた宣言（ドーハ宣
言）が示された。その後、強制実施権の発動が実施されるよ
うになっていった。

WTO
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ドーハ宣言（WTO）

1.既存の医薬品へのアクセス及び新薬の研究・開発の両方を促
進することにより、TRIPS協定が公衆衛生を支持するような形
で実施・解釈されることの重要性を強調した。

2.地理的表示のワイン及びスピリッツに関する通報登録制度の
設立について交渉に合意。地理的表示の追加的保護の対象
産品拡大についてTRIPS理事会で検討し、2002年末までに取
るべき適切な措置について報告を行う。

3.TRIPS理事会において、生物多様性条約との関係、伝統的知
識・フォークロアの保護、新技術等について検討する。
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強制実施権の実績

＜特許庁「TRIPS協定整合性分析調査報告書」＞
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WHOでは、知的財産権により医薬品の価格が高まり、医薬品
アクセスが阻害されているという観点を中心に、途上国からさ
まざまな主張が行われてきた。

2003年5月、「知的財産権・技術革新・公衆衛生委員会」
（CIPIH）が設立され、知財と公衆衛生の問題が議論され、特
許権の制限（強制実施権）などが議論されている。

※ CIPIH：Commission on Intellectual Property Rights, Innovation and Public Health

2008年5月、「研究開発の促進に資する世界戦略」が策定さ
れ、2009年5月、「途上国向け新薬研究開発奨励の資金調達
策」が示されている。（基金の設置）

ＷＨＯ
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WIPOにおいては、公衆衛生と知的財産権の問題は、「特許
法常設委員会」（SCP）において議論されている。

WIPOでは、公衆衛生の問題は、知的財産権の存在を弊害と

してとらえるのではなく、知的財産権の活用に問題があるとい
う立場である。

2011年10月、WIPOは、「WIPO Re: Search」を設立した。公
衆衛生と知的財産権の分野における課題解決への対応として
有益なアプローチと考えられる。

WIPO
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「公衆衛生」と知財

国連

1948年
世界人権宣言

WTO

生存権 + 知的財産権

TRIPS SCP

1966年
国際人権規約 ドーハ宣言（WTO)

WIPO

強制実施権 WIPO 

Re:Search

WHO

基金

CIPIH
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WHOは５月19日、新型コロナウイルスのワクチンを開発し
た企業の特許権に制限を掛け、安く供給することへの協調を
目指す決議を採択した。新興国の感染防止が狙いだ。

この決議そのものに強制力はないものの、過去を振り返ると
抗HIV薬で特許権を制限する強制実施権が新興国で実施さ
れている。

こうした動きが今回の新型コロナウイルスに対して再発する
ことを欧米の製薬会社は懸念している。特許は属地主義で
認められるので、当該国が強制実施権を行使すると、止める
ことは困難である。

WHO

2020.5.28 日本総研（リポート）
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多額の開発費を回収するための担保となる特許が制限され
るとなれば、ビジネスモデルそのものが崩壊する。製薬会社
は対抗措置として強制実施権を使用した国での新薬の生
産・販売を取りやめるだろう。その国では優れた新薬が承認
されなくなり、最先端の医療技術の恩恵を受けにくくなる。

新薬開発に係る膨大な開発費を回収する担保となる特許と、
世界的な医療福祉の充実。新型コロナの世界規模の蔓延に
より、この２点を両立できる枠組みの必要性が浮き彫りに
なっている。（コモンズ、アンチコモンズ）

WHO

2020.5.28 日本総研（リポート）
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新型コロナウイルスの世界的な感染収束に向け、開発中のワクチンや治
療薬の普及が鍵となる。先進国だけでなく発展途上国の貧しい人たちに
届く仕組みをどう実現するのか。

 「（ワクチンの）研究開発に何十億ドルも投資している。その成果の知的
財産を誰でも持ち出せるというのはナンセンスだ」。米製薬大手ファイ
ザーのアルバート・ブーラ最高経営責任者（ＣＥＯ）は５月２８日、国際製
薬団体連合会で、ＷＨＯが進める特許を制限する動きをけん制した。

ＷＨＯは、新型ウイルスの治療薬やワクチンが途上国も含め誰にでも行
き渡るよう国際的な協調を呼びかけている。５月１９日の総会で採択され
た決議では、緊急事態や公共の利益のために特許権の制限を可能にす
る「ＴＲＩＰＳ協定」に沿った対応を各国に要請した。

WHO

2020.6.21 東京新聞
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安倍首相が創設を提唱する新型コロナウ
イルスのワクチンや治療薬の製造に関す
る「特許権プール」の仕組みが分かった。

製薬会社が特許権を持つワクチンを安価
で大量に供給できるよう、国際機関が仲
介して途上国などのメーカーと製造法を
広く共有する。

日本としては世界の感染拡大を抑え、来
夏の東京五輪・パラリンピックの開催につ
なげたい考えだ。

特許プール
2020.6.22 読売新聞
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特許権プールは国際機関が特許権を管理・保護し、製薬企業と他のメー
カーのライセンス契約を仲介する仕組みで、特許使用料を抑えることが
できる。エイズや結核の治療薬で導入実績があり、国際機関「ユニットエ
イド」が仲介役を担っている。

首相は５月の記者会見で「治療薬やワクチンを透明性の高い国際的な
枠組みのもとで、途上国も使えるようにしていく」と述べ、特許権プールの
創設を先進７か国（Ｇ７）による主要国首脳会議（サミット）で提案する意
向を示していた。日本政府内では、特許使用料の一部をＧ７などが負担
する案も浮上している。

ただ、課題もある。特許使用料が低く抑えられれば、製薬会社は参加に
二の足を踏む。途上国の企業に十分な製造能力があるかも不透明だ。
先進国がワクチンを大量購入して提供するなど他の流通ルートを検討す
る必要もありそうだ。

特許プール
2020.6.22 読売新聞
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WIPO Re:Search
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エボラ出血熱のような突然の感染症については、医薬研究に
よる収益の見通しが立たないため、民間企業では医薬研究
が困難である。

このような医薬研究について、民間企業に研究成果があれ
ば、大学等に特許を移転して、さらなる医薬研究を推進する
国際的な仕組みが構築されている。

この仕組みは、「WIPO Re:Search」と称され、世界知的所有
権機関（ＷＩＰＯ）によって管理・運営されている。

WIPO Re:Search

WIPO Re:Search (https://www.wipo.int/research/en/)
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「WIPO Re:Search」により、民間企業から大学等に特許の
移転がなされることで、特許の活用が促進され、医薬品アク
セスの問題の解消につながる。

「WIPO Re: Search」は、2011年10月に設立された。2012年
８月には、最初の成果として、アストラゼネカ（英）から複数の
大学に対して、熱帯病に関する特許の実施権を無償提供す
る契約が行われた。

WIPO Re:Search has facilitated successful collaborations involving 

researchers at the University of Buea (Cameroon). (Photo: WIPO)

WIPO Re:Search
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2016年には、８メンバーが新たに参加し、計109メンバーとな
り、これまでに108の研究協力が合意された。

今後とも、緊急事態に備えて、WIPO Re:Searchによる対応
に期待したい。

WIPO Re:Search

WIPO Re:Search (https://www.wipo.int/research/en/)
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WIPO Re:Search

WIPO Re:Search (https://www.wipo.int/research/en/) 35



WIPO Re:Search

WIPO Re:Search (https://www.wipo.int/research/en/)
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WIPO Re:Search

WIPO Re:Search (https://www.wipo.int/research/en/) 37



WIPO Re:Search

WIPO Re:Search (https://www.wipo.int/research/en/)
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本日の講義に対する自分の意見を提出してください。

 文字数：500字以内

 提出期限：7月10日（金）正午

 提出先：nihonipr@yahoo.co.jp

課題
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